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１．はじめに

戦後アメリカの統治下に入った沖縄が、電力
業においても日本本土とは異なった道を歩んだ
ことは良く知られている 1）。宮地英敏（2013）で
も検討したように、発送電と配電の分離である
とか、複数の民間配電会社による地域独占など
がその特徴であった。発送電部門として琉球電
力公社が設立され、配電部門としては沖縄本島
内に６つの民間配電会社が誕生した。このよう
な体制は、1972（昭和47）年に沖縄が本土復帰
するまで続き、本土復帰とともに発送電部門を
担う沖縄電力株式会社が誕生し、1986（昭和61）
年にようやくと発送電会社と配電会社が統合す
ることとなる 2）。
以上のような発送電および配電の体制につい
て、従来の見解では次の３案があったといわれ
てきた 3）。

 （一�）全電力系統を民間企業が運営する

 （二�）全電力系統を米国民政府が運営する

 （三�）発送電部門を米国民政府が運営し、配電部門

は民間企業が運営する

これに対して筆者は、年次報告書の英語版と

日本語版との対照分析を行った結果、英語版か
ら日本語版への翻訳に誤りがあり、正確には次
の３案であったことを明らかにした 4）。

 （一�）全電力系統を民営とする

 （二�）全電力系統を公営とする

 （三�）発送電部門を公営とし、配電部門を民営とする

つまり、最終的に選択された （三） 案は、当初
は、発送電部門を琉球列島米国民政府（United 

States Civil Administration of the Ryukyu Islands、
単に米国民政府ともいう、通称はU

ユ ー ス カ ー

SCAR）が運
営するとされたのではなく、あくまでも公営と
しか位置付けられていなかったのである。とこ
ろが現実の歴史的推移の結果として、発送電部
門は米国民政府（USCAR）による運営となった
ため、公営が即ち当初から米国民政府（USCAR）
による運営を想定していたかのようなミスリー
ディングを発生させてしまったのであった。
それでは、公営と位置付けられていた発送電
部門は、何故に結果として米国民政府（USCAR）
の運営となったのであろうか。この点について
宮地英敏（2013）では、琉球電力公社や沖縄電
力株式会社の見解を引継ぎつつ次のように位置
付けた。「需要の拡大に伴った電力供給量の拡大
は、常に琉球電力公社にとって重要な問題であ
り続ける。こうした資金負担を伴う発電能力の

戦後沖縄における発送電部門の業態について
―琉球電力公社が設立されるまで―

宮　地　英　敏

1）	例えば、古竪哲（1980）２－５章など。
2）	社史編纂委員会編（1989）72-75頁および88-91頁。
3）	古竪哲（1980）125頁および社史編纂委員会編（1998）
14頁。 4）	宮地英敏（2013）125-126頁。
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拡充という問題を前にして、「公営」に琉球政府
が携わることは難しく、米国民政府による経営
へと収斂していったのである」と。確かに、琉
球電力公社が結果的に

4 4 4 4

米国民政府（USCAR）の
運営となった合理性についての説明はこれで正
しい。しかしながら、「米国民政府による経営へ
と収斂していった」具体的な経緯については、
いまだ解明されないまま残されているのである。
言い換えるならば、発送電部門が何故に完全
民営化されなかったのか、また何故に半官半民
の体制とならなかったのかという、戦後沖縄の
選択肢が十二分に検討されているとは言い難い。
そこで本稿では、発送電部門が結果として米国
民政府（USCAR）による公社化に収斂して行く
道程を実証的に考察して行くこととする。
まず第２節では、戦後沖縄に数多ある電力業
者の叢生の様子を確認しておく。続く第３節で
は、沖縄で統一的な民間の発送電会社を設立す
るプロジェクトが失敗して行く様子をみること
とする。第４節ではアメリカ軍と沖縄の民間が
共同出資する業態で難航してしまった、電力業
と並行しつつ企画されていた琉球石油株式会社
の事例を取り上げる。第５節では、第３節と第
４節を踏まえた上で、沖縄群島政府から琉球政
府へと政体が変わって行く中で戦後沖縄におけ
る電気関連法規が整備され、その過程で発送電
部門の公社化へという道筋がつけられて行った
さまを明らかにする。そして最後に、日本本土
と沖縄との戦後電力業の２つのコースについて
の位置付けをすることでまとめとしたい。

２．戦後沖縄における電力業者の乱立

戦後直後の沖縄の電力業者については、小さ
な業者が各地に乱立して自由営業をしていた様

子がしばしば指摘される 5）。本節ではその状況
をより詳しく確認して行くこととしよう。1945
年にアメリカ軍による沖縄占領がはじまってか
ら２年間近くに亘り、電力網を破壊されてし
まった沖縄の人々は、石油ランプを照明に用い
る生活を強いられていた。しかし次第にアメリ
カ軍から放出される発電機を入手する者が出始
め、1946年末には闇取引での電力売買が行われ
るようになっていた。「懐かしい電灯の下で冬の
夜ながを凌」ぐことができるようになったので
ある 6）。
ところが、このような闇業者が300業者近くを

も数えるようになってしまった 7）。そこで、1947
年２月28日付で琉球列島米国軍政府（United States 

Military Government of the Ryukyu Islands、以下
単に米国軍政府と記す）は「発電機を専ら産業
建設方面に限つて使用させること」という方針
を打ち出し、「民間灯火用に流用されている発電
機を全部取り上げること」を決定した。これは、
「ガソリン貯蔵の点から（中略）産業施設並に官
営施設に対し」てのみ「動力と灯火を供給する」
ことを目的としたためである。そして沖縄群島
政府知事には、無許可で運用されている発電機
を押収する権限が附与された。それと同時に、
押収された発電機は沖縄群島政府工務部で管理
しつつ、そのリストを米国軍政府へと報告する
ことが定められた 8）。
こうして一旦は、産業用には発電機を、民間
の灯火用には石油ランプを使用するということ

5）	例えば古竪哲（1980）121-122頁および社史編纂委員
会編（1989）13-14頁などを参照。
6）	『うるま新報』1947年３月14日記事「民間灯火発電機
取上げ／全部産業面へ廻せ／軍政府から知事へ示達」。
7）	社史編纂委員会編（1989）13頁。
8）	『うるま新報』1947年３月14日記事「民間灯火発電機
取上げ／全部産業面へ廻せ／軍政府から知事へ示達」。
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が表明された。ところが、今度は産業用に発電
機を用いることを許可された業者たちが余剰電
力を民間灯火用へと販売し始め、1949年に入っ
てくると民間灯火用専門に発電機を用いるもの
たちも再登場し始めたのである 9）。この頃には、
中央劇場・アニーパイル国際劇場・小禄劇場・
みなと劇場などの映画館も活動をはじめている
が 10）、それらは自家発電設備を備えたり余剰電
力を購入したりして営業を行っていた 11）。この
ように日用品製造のための産業用という枠組み
を外れた電力使用が横行するのを前にして、米
国軍政府は1949年10月に３ヵ所の工場を見せし
め的に全面発電禁止処分とした。この見せしめ
処分は効果的であり、「他の工場も自粛を申合せ
送電を停めたもので一般家庭は勿論芝居、映画
関係も興行不能」となってしまったのである 12）。
米国民政府は上記の措置を踏まえたうえで、
沖縄群島政府へと「工業用発電機及び機械類の
所持を正当化するため」に登録を行うように再
度命じた。沖縄群島政府では工務部工務課が担
当することとなった。もともと発電機及び機械
類の登録は工業関係者だけに限られていた。と
ころが1949年７月23日に沖縄を襲った最大瞬間
風速70mを超えるグロリア台風により、沖縄群
島政府の庁舎が壊れて様々な書類が水浸しと
なってしまい 13）、発電機及び機械類の登録が雲
散霧消していた。そこで発電機及び機械類の再
登録が行われるのを機にして、登録の方針はよ
り徹底される方向へと修正されたのである。「工

業関係以外の他の部課に属」するか乃至は「個
人の所持する発電機及機械類も」全て登録する
ようにとの追加の発表が行われている 14）。これ
により、アメリカ統治下の沖縄にある全ての民
間発電機を、沖縄群島政府も米国軍政府も一括
で把握することが可能となったのである。
しかしこのような見せしめ的で強硬な措置は、
一方で島民達の間に大きな不満を掻き立てるこ
ととなってしまった。家庭では再びランプで明
かりをつけることとなり、芝居や映画といった
娯楽も失われ、さらには那覇市内までもが真暗
闇で治安維持の点から見ても不都合が発生して
しまったからである 15）。そのため那覇市からの
要請を受け、沖縄群島政府の松岡政保工務部長
や当間重剛経済部長らが米国軍政府を訪れ、「点
灯問題」について折衝を行った 16）。その結果、
1949年11月末には米国軍政府は条件付きながら、
まずは那覇市で発電機を用いた民間での点灯を
許可している。その際に付された条件は、１日
５時間の点灯時間であるとか、米国軍政府工業
課長の許可が必要であるとか、電力の発電量及
び消費量を米国軍政府へと毎月報告するなどと
いうものであった 17）。また同年12月23日には、
那覇市に続いて首里市に対しても民間での点灯
が許可された 18）。
このように、米国軍政府では自治体単位での
点灯許可を下す一方で、沖縄群島政府に対して

9）	社史編纂委員会編（1989）13頁。
10）	「那覇史にあった映画館 PAGE：１（1945～1949）」シ
ネマラボ突貫小僧（2007）所収および平良竜次・当間
早志（2014）41頁・70頁・87頁などによる。
11）	古竪哲（1980）122頁。
12）	『うるま新報』1949年10月21日記事「再びランプ生活
／那覇市が点灯を陳情／電灯異変」。
13）	当間重剛（1969）125頁。

14）	『うるま新報』1949年11月16日記事「発電機その他機
械類／登録を12月1日まで延期」。
15）	  『うるま新報』1949年10月21日記事「再びランプ生活
／那覇市が点灯を陳情／電灯異変」。
16）	『うるま新報』1949年11月16日記事「点灯問題軍政官
と折衝」。
17）	『うるま新報』1949年12月１日記事「点灯は１日５時
間／近く各地にも許可」。
18）	『うるま新報』1949年12月28日記事「首里点灯許可」。
ちなみに首里市は、1954年９月１日には小禄村ととも
に那覇市へと吸収合併されている。
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は1949年11月28日付でその管理・監督を命じて
いる。それを受けて沖縄群島政府では 19）、民間
発電機を所有する施設に対して生命、家屋、公
共財産等を保護するために工作物検査官を置く
ことを命じた。この工作物検査官には大きな権
限が附与されており、「電気工作物又は其工事が
他に障害を及ぼし又は危険ありと認めたる時」
や「技術責任者が技能劣等又は職務怠慢なりと
認めたる時」には、電気工作物の使用停止・改
修・撤去などを命令もしくは実行することが可
能であった 20）。
このようにして、闇取引で民間電灯用に電力
売買をしていた大量の業者たちは、米国民政府
および沖縄群島政府にも認められる形で営業を
することが可能となったのである。しかしなが
ら、これら業者たちは零細であり、点灯時間の
短さや電気料金の高さが問題となっていった 21）。
さらに1950年初頭の段階では、牧

まち

港
なと

に建設され
る火力発電所はアメリカ軍による「ぐん用発電
所」であると思われていた 22）。そのため水力発
電所の建設計画であるとか 23）、沖縄本島の南北
２ヶ所に火力発電所が必要であるとか 24）、アメ
リカ軍とは別の発電所の建設も必要だと思われ
ていたのである 25）。こうして、沖縄における発
送電会社設立の動きが始まるのである。

３．発送電部門をめぐる民間株式会社設立の混迷

1950年６月１日午前９時より、琉球米軍司令部
（Ryukyu Command headquarters、通称はRyCom：
ライカム、琉球軍政府とも呼ばれた）の会議室
において、沖縄、奄美、宮古、八重山の４群島
を包括する電気公団

4 4

の設立に関わる会議が開催
された。出席者は、アメリカ側からはパウエル
軍政本部工務交通部長、ラストファー通信課長、
スタクキャップ公共施設課長の３名が出席した。
沖縄からは松岡政保工務交通部長ほか４名、奄
美からは屋田甚助経済部長ほか５名、宮古から
は石原雅太郎平

ひら

良
ら

市長ほか３名、八重山からは
大浜国浩工業部長ほか１名の参加がみられた。
当初は、電気公団の設立を規定路線のものとし
て、主としてその運営面に重点をおいて協議が
行われる予定であった 26）。
ところが実際に会議が開催されてみると、ア
メリカ軍側から、沖縄４群島 27） 全体の電化に関
する予算をアメリカ本国へと既に要求している
という説明がなされるとともに、沖縄、奄美、
宮古、八重山を一元化する発送電株式会社

4 4 4 4

の設
置を要望された。この時点では既に、牧港に
１万５千キロＶ×３基の発電所を建設する予定
が立っており、そこで発電された電力は軍民双
方へと供給されることとなっていた。ガリオア

19）	沖縄群島政府の組織替えにより工務交通部公共施設
課がその担当となった。
20）	『うるま新報』1950年１月12日記事「発電機施設に検
査官」。
21）	琉球電力公社（1960）２頁および社史編纂委員会編
（1989）13頁。
22）	『うるま新報』1950年２月９日記事「将来は北・南に
住民用発電所を」。
23）	『うるま新報』1950年２月３日記事「那覇市営電灯／
委員会は市営を強調」。
24）	『うるま新報』1950年２月９日記事「将来は北・南に
住民用発電所を」。

25）	実際には、GHQは1948年には既にアメリカ議会に対
して、在沖縄アメリカ軍と民間向けの電力供給を目的
とした琉球列島電力系統計画を提出しており、1950年
度予算には計上されている。詳しくは社史編纂委員会
編（1989）14頁。つまりアメリカ軍の対応を知らずし
て、沖縄の人々は動いていたといえる。
26）	『うるま新報』1950年５月28日記事「全琉電気公団／
設立準備委員会」。
27）	ここでいう「沖縄４群島」という表現は、群島政府
組織法の対象となった沖縄、奄美、宮古、八重山の各
群島を包括する地理的概念として用いることとする。奄
美大島、徳之島、沖永良部島などが入るため、現在の
沖縄県とは地理的に一致しない点に注意が必要である。
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資金から無利子長期年賦償還での融資が決まっ
ていたからである 28）。しかしながらアメリカ軍
としては、アメリカ側と沖縄４群島側が共同出
資をする形態ではなく、沖縄、奄美、宮古、八
重山の各市町村および民間に公募による出資を
促して株式会社を設立することを求めた。こう
して、当初予定されていた公団の設立からは転
じて民間の株式会社を設立することとなり、名
称も琉球発送電株式会社（仮称）と定められた
のである 29）。
ところがこの交渉の過程において、奄美の代
表が難色を示すこととなる。その理由はプール
計算制による利潤金の分配にあった。牧港に建
設中の発電所が完成後に琉球発送電株式会社
（仮称）へと売り渡されるとともに、水力発電や
火力発電などを新設して組み合わせて発電を行
うことが企図された。プール計算制とは一般的
には、同種の企業が協定を結んで中央機関を設
け、この機関が共同の収支計算を行って計上し
た利潤を、あらかじめ定められた割合で分配す
る制度のことである 30）。ここでは、沖縄、奄美、
宮古、八重山の沖縄４群島の電力業の経営をす
べて統合して、全体の損益を沖縄４群島へと分
配することを意味していた。
このような目論見に対して沖縄代表は「統合
を希望する」と述べ、宮古代表および八重山代
表も「配電網は地元で運営したい」という条件
付きながらも「統合は要望する」と述べた。と
ころが奄美代表だけは「大島本島、徳之島、永

良部の３ヵ所に発電機を有し、本島、徳之島は
水力発電、永良部は火力発電である」が、「水力
は火力に比して経費等が安価という特殊事情が
あるため独自の立場で進みたい」旨を表明した 31）。
当時、奄美大島には住用川発電所、戸口発電
所、阿木名川発電所、田検川発電所という４ヶ
所の水力発電所と赤木名発電所という１ヶ所の
火力発電所が、徳之島には秋利神川発電所とい
う１ヶ所の水力発電所が、沖永良部島には知名
発電所という１ヶ所の火力発電所があった 32）。
このように、奄美内部でも水力発電と火力発電
を擁する島が分立しているのに加えて、牧港で
計画中の火力発電所を含めて沖縄、宮古、八重
山の発電所は当面の間は火力発電所ばかりとな
る。当時の状況下で唯一水力発電所を有してい
た奄美代表が、特別の配慮を要求することと
なったのである 33）。しかも奄美の電力業におい
ては、アメリカからのガリオア資金を受けて、
住用川発電所や戸口発電所の改修、秋利神川発
電所の改修や配電線の復旧や事務所・倉庫・社
宅の新築、知名発電所の改修と配電線の復旧な
どを既に終えてしまっていた。加えて、奄美大
島での名音水力発電所や名瀬火力発電所の新設
といったプロジェクトも控えていた 34）。発電能
力としては未だ不充分ではあったものの 35）、ア
メリカの支援による復旧が他地域より先んじた
奄美の島々にとって、沖縄、宮古、八重山と共
同歩調をとることはデメリットの方が大きいと
判断されたのである。

28）	『うるま新報』1950年６月３日記事「発送電会社設備
費はガリオア資金から29億円」。ただし、新聞報道では
29億円とされているが、実際には710万ドル（約
８億５千万円）が発送電設備用としてガリオア資金か
ら援助された。
29）	『うるま新報』1950年６月２日記事「全琉電化愈よ間
近し／民営発送電会社を設立」。
30）	『大辞泉』の「プール制」の項目。

31）	『うるま新報』1950年６月３日記事「発送電会社設備
費はガリオア資金から29億円」。
32）	大島電力株式会社編（1973）36頁及び53頁。
33）	『うるま新報』1950年６月２日記事「全琉電化愈よ間
近し／民営発送電会社を設立」。
34）	大島電力株式会社編（1973）42-43頁。
35）	九州電力株式会社編（2007）485頁。
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同様の議論は、１週間後にも繰り返されるこ
ととなる。1950年６月７日午前、琉球発送電株
式会社（仮称）の設立に関する沖縄代表の面々
が集り、沖縄側の立場について協議をする場が
設けられた。ここでの議論の結果、奄美、宮古、
八重山の事業に対する経済的な扶助であるとか、
組織の拡張による経費軽減などを持ちかけるこ
ととなった。午前の議論の結果を携え、午後に
なって沖縄代表たちが他地区代表たちと交渉を
したところ、宮古代表および八重山代表は提案
に同意をした。ところが奄美代表からは、既に
奄美では水力発電によってかなり電化が行われ
ていることを述べるとともに、「水力発電は火力
発電に比して経費が７分の１で済み、他地区の
火力発電と同等に利潤をプール計算にしては不
利である」ことを強調して反対の声が再びあがっ
た。こうして、沖縄、奄美、宮古、八重山を抱
合する「全琉統合」は暗礁に乗り上げてしまっ
たのである 36）。

４．‌�同時並行で企図されていた琉球石油株式会
社の難航

第３節で検討した民間発送電会社の計画と並
行して、沖縄４群島では石油会社の設立が行わ
れていた。1949年10月に、シーツ（Josef Robert 

Sheetz）陸軍少将が米国軍政府の軍政長官に就
任して以来、アメリカ軍基地保全のために住民
を懐柔する政策である、いわゆる「シーツ善政」
が行われることとなった 37）。この政策下におい
てアメリカ軍の管理していた業務が次々と開放
されていき、物資および人員の輸送を担う陸海

運の分野では、1950年２月には琉球海運株式会
社が、同年４月には沖縄バス株式会社・共同バ
ス株式会社・首里市営バスなどが誕生していっ
た 38）。これらの企業では大量の石油を必要とす
るが、当時の石油の受益者達は、沖縄海運協会・
沖縄自動車協会・沖縄工業協会・琉球水産連合
会・沖縄農業組合連合会などの諸団体を通して
アメリカ軍から配給を受け取るというシステム
であった 39）。
アメリカ軍の管理していた業務の民間移転を
進めていた米国軍政府の首席民政官であった
セーファー大佐から GHQとも懇意であった稲
嶺一郎に対して 40）、1950年６月中旬に非公式な
打診があった 41）。打診内容は、石油販売に関し
てもアメリカ軍から民間への移行を計画中であ
るため、民間側でも受け入れ態勢を検討して欲
しいというものであった。これを踏まえて、６
月27日にはセーファー大佐と稲嶺一郎琉球水産
連合会会長ほか11名との面談が持たれて、石油
をはじめとした油脂類の販売事業を民営に移す
ことが通達され、７月５日には稲嶺一郎を座長
とする設立準備委員会が発足した 42）。設立準備
委員会とアメリカ側との７月21日の交渉では、
アメリカ側から53万8,600ドルの出資をすること
が約束された 43）。また７月24日の交渉では、琉
球石油株式会社という日本語の社名と、Ryukyu 

36）	『うるま新報』1950年６月８日記事「発送電統合／大
島の反対で難航」。
37）	佐藤昌一郎（1985）254頁。

38）	崎濱えり子・宮城晴美・稲嶺京子（1986）61頁。
39）	崎濱えり子・宮城晴美・稲嶺京子（1986）62頁。
40）	稲嶺一郎は、国頭郡本部村に生まれた。早稲田大学
を卒業後に南満州鉄道株式会社へと入社し、調査局の
局員などを勤めた。太平洋戦争後は、東京で在日沖縄
人連盟副会長としてGHQとの折衝にあたっていた人物
である。沖縄の本土復帰後には参議院議員を３期13年
務めた。詳しくは崎濱えり子・宮城晴美・稲嶺京子
（1986）69-70頁などによる。また、息子の稲嶺恵一は
1998年から２期８年間、沖縄県知事を勤めている。
41）	稲嶺一郎（1988）278頁。
42）	崎濱えり子・宮城晴美・稲嶺京子（1986）71-72頁。
43）	崎濱えり子・宮城晴美・稲嶺京子（1986）75頁。
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Oil Corporationという英語の社名および ROCO

という略称が決められた 44）。
翌７月25日に第１回発起人会が開かれると、
再び稲嶺一郎が発起人代表を務めることとなっ
た。それとともに発起人会では資本額、株募集
の方法、額面金額について研究する専門委員が
設けられることとなり、佐辺良夫（群島政府食
料局補給部衣料雑品課長） 45）、前森正一（琉球海
運社員、通訳）、宮里辰雄（元琉球貿易社長、旧
業者）、平尾喜一（元新垣平尾バス社長、旧業
者）、翁長自敬（琉球工業協会）が指名された 46）。
専門委員会での協議の結果、アメリカ側から53
万8,600ドル、つまり6,464万400円（B円、以下
すべて B円とする）の出資が約束されているた
め 47）、沖縄４群島側から1,035万9,600円の資金を
集めて、合計7,500万円を資本金とすることが決
められた 48）。１株は200円とされたが、アメリカ
側出資分が全額払込であるのに対して、沖縄４
群島からの出資分は半額払込（100円払込）とさ
れた 49）。これは、「現在の琉球経済の消化力を考
慮して半額払込」となったのである。こうして、
沖縄４群島側からの出資分は当面517万9,800円
となった 50）。この金額を、「石油類消費の実績及

び人口割を勘案して」さらに配分したものが表
１である。沖縄分担分は375万5,355円とされ、旧
石油業者たちと補給部を擁する沖縄群島政府食
料局とがそれぞれ20万円を負担することが決め
られた。加えて、残りの金額については需要者
団体である水運・陸運・海運・工業・農業の各
団体への割当額を一応は決めておき、「一般公募
はその成績をみて考慮することにな」った 51）。
つまり、需要者団体への割当額のうち捌き切れ
なかった分を一般公募にまわすこととしたので
ある。これもまた、「琉球経済の消化力を考慮」
した措置であったといえよう。
ところがこのような出資計画に対して、1950
年９月５日に米国軍政府より横槍が入ることと

44）	崎濱えり子・宮城晴美・稲嶺京子（1986）76頁。
45）	石油は雑品の１つとして扱われていたため佐辺良夫
が加わった。第２代の琉球石油株式会社社長となる。ち
なみに、稲嶺一郎（1988）282頁では米国軍政府の雑品
課長とされているが、沖縄群島政府の雑品課長の誤り
である。
46）	崎濱えり子・宮城晴美・稲嶺京子（1986）78頁およ
び『うるま新報』1950年８月３日記事「琉球石油会社
／軍民出資で／９月１日発足か」。
47）	B円とは、アメリカ占領下の沖縄群島で用いられた
軍票であり、1948年から1958年まで（奄美諸島は1953
年まで）は唯一の法定通貨とされた。
48）	『うるま新報』1950年８月３日記事「琉球石油会社／
軍民出資で／９月１日発足か」。
49）	崎濱えり子・宮城晴美・稲嶺京子（1986）78-79頁
50）	『うるま新報』1950年８月６日記事「琉球石油株式会
社／９月１日愈々発足／資本金７千５百万円、社長に
稲嶺一郎氏」。

51）	『うるま新報』1950年８月６日記事「株割り当て／沖
縄375万円」。ちなみに、『うるま新報』1950年８月３日
記事「琉球石油会社／軍民出資で／９月１日発足か」で
は、額面400万円分を旧石油業者と食料局に割り当てて
残りを各群島へと割り振るかのように記述されている
が、金額が一桁間違っている等の複数の誤解をした誤
報であろう。

【表１】琉球石油公社の株式分担割合
� （単位＝ B円）
沖縄 3,755,355 

内旧業者 200,000  

内食料局 200,000  

内沖縄水産組合連合会 973,053  

内沖縄自動車協会 973,053  

内沖縄海運協会 905,946  

内沖縄工業協会 301,982  

内沖縄農業組合連合会 201,321  

奄美 787,330 
宮古・八重山 637,115 
合計 5,179,800 
出典�）『うるま新報』1950年８月６日記事「株割り当て／
沖縄375万円」。

注）‌�記事中の金額は合計額が517万9,800円とならず間違っ
ていることが分かる。そのため、記事中の割合に基い
て算出した金額を掲げた。
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なった。セーファー大佐は、資本金額のうちの
約86％もの比率をアメリカ側が負担することと
なると、「琉石が利益を上げても大半は軍に配当
される結果になるので琉球人の利益が余り残ら
ない」という懸念を示した。筆者はかつて、ア
メリカによる沖縄電力業に対する態度を「独善
的な思いやり」と評したことがあるが 52）、琉球
石油の株式をめぐるスタンスも同様のもので
あった。このため、多大な混乱をもたらしてい
くこととなる。
米国軍政府からの要求への対応が決まらない
まま、その翌日、９月６日に企業免許証が交付
されている 53）。発起人代表から社長に転じた稲
嶺一郎は、さらに翌９月７日、セーファー大佐
からの要望を受けて、沖縄４群島側が4,000万円
（１株100円で40万株）を負担することとし、当
面は2,000万円分（ただし半額払込）の株式募集
を行うことを表明した 54）。しかしこのような琉
球石油株式会社の動向に対して、沖縄の世論は
悲観的であった。『うるま新報』は社説におい
て、「４千万円の資金を集めることは現在の琉球
経済界ではなかなか簡単にはいかぬであろう」
という見通しを述べている。それとともに「琉
球石油は水産、陸海運業などを中心とし、中小
工業方面でも努めてこれに参加」するだけでは
なく、「市町村にも株を持たしめ、それによつて
公共性を強化すべき」であり、「実質的に琉石を
公益会社とせねばならぬ」旨を述べた。これは、
そのような「方法もとらねば資金の調達は恐ら
く困難であろう」と考えたためであった 55）。

実際に株式を通じた資金調達を始めることと
なると、従前の想定どおりそれは困難を極めた。
当初予定の517万9,800円から比べて第１回払込
時点で約２倍の1,000万円分を即金として集める
ことは、当時の沖縄の経済情勢においては過剰
な負担となったのである。第２回払込時点でさ
らに追加の1,000万円分を払い込む予定となって
いては尚更であった。株集めの方針も各群島へ
の割り当てを放棄し、実際に集められるだけ集
めるという方針へと切り替え、社長以下が総出
で歩き回って株を売り歩いたが 56）、それでも資
金調達は難航した。これを受け、当初は琉球石
油株式会社の株式募集が完了した後にカルテッ
クス社と契約を結び 57）、それを踏まえてカルテッ
クス社と米国軍政府が契約を結ぶ手はずであっ
たが、その当初予定は変更される運びとなった。
カルテックス社と米国軍政府との契約を先行さ
せ、株募集が終了するまでは琉球石油株式会社
は米国軍政府の代行機関になることと決められ
たのである。実際に業務を行っているほうが、
株の募集も好転するのではないかという期待も
あったためである 58）。
ところが実際の業務を進めていっても、1950
年11月下旬段階で集った資金は1,400万円に過ぎ
なかった。このため琉球石油株式会社と米国軍
政府は再度交渉を行い、米国軍政府の出資分を
6,000万円、沖縄４群島からの出資分を1,000万円
とするとともに、400万円分を業務資金として残
した。ただし利益配分は、米国軍政府側は5,000

52）	宮地英敏（2013）137頁。西尾典子氏のアドバイスに
よる。
53）	崎濱えり子・宮城晴美・稲嶺京子（1986）81頁。そ
のため、1950年９月６日が琉球石油株式会社（現りゅ
うせき）の創立記念日となっている。
54）	崎濱えり子・宮城晴美・稲嶺京子（1986）83頁。

55）	『うるま新報』1950年９月29日社説「琉球石油に望む」。
56）	崎濱えり子・宮城晴美・稲嶺京子（1986）85-86頁。
57）	カルテックス社（California Texas Oil Company、通称

Caltex）は、1936年に Standard Oil of Californiaと The 
Texas Companyが折半出資して誕生した企業である。詳
しくは Chevron Corporation（2011）による。

58）	『うるま新報』1950年10月10日記事「琉球石油／近く
業務開始／株募集好転を期待」。
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万円に対して、沖縄４群島からの出資分は1,000
万円すべてに対して行うという、５：１の比率
で行うこととなったのである。この落着点につ
いては、平良辰雄知事および臨時琉球諮詢委員
会 59） の比嘉秀平委員長も賛同を示していた 60）。
半年間の大山鳴動の結果は、アメリカ側と沖縄
４群島側の出資比率は大して変化せず、ただ配
当金の分配割合について沖縄４群島側が約14％
から約20％へと増加しただけであった。琉球石
油株式会社をめぐるアメリカ側の「独善的な思
いやり」は、戦後沖縄の経済状態にとっては過
重な負担を課しただけに終ったのである。

５．沖縄群島政府から琉球政府へ

先述の「シーツ善政」の下で、1950年７月に
は軍政府布令19号（群島知事及び議会議員選挙
法）がだされ、同年９月の選挙を経て11月には
各群島政府が発足している。沖縄群島における
第１回議会も1950年11月13日から開催された 61）。
そして、1951年１月11日から開催された第３回
議会において、議案第４号として「沖縄群島電
気委員会設置条例について」が審議されてい
る 62）。ここで、法案の提出理由として重要な説
明が行われているので以下に掲げておく。

	 その提案の理由は現在全島の発電所（１
月20日現在）253ヵ所、電力にして6,234キ
ロワットありますが、この発電事業は旧日
本の電気事業法を適用した場合には１つも

成立しないような現状にあるのであります。
従いまして、この電気事業法を現在の沖縄
の電気事業に如何にして適用して行くかと
いうことが１つの理由になっているが、第
２は（中略）沖縄の現状に即したような電
気事業を運営して行きたいというのが提案
の第２の目的となっております。

	 つまり、第２節でも触れたような戦後直後の
沖縄の電力業者の状況は、「旧日本の電気事業
法」下では不適である旨を述べているのである。
沖縄群島における電気関係法規は、1952年９月
29日の琉球政府立法第39号が出されるまでは 63）、
戦前来の日本の電気事業法が適用されていたの
である 64）。これは、1945年３月31日の米国海軍
軍政府布告第１号（通称、ニミッツ布告）４項
の「本官の職権行使上その必要を生ぜざる限り
（中略）現行法規の施行を持続す」という規定に
基づくものであった 65）。
ここで戦前から戦時中にかけての日本におけ
る電気関係法規を整理しておく。1931（昭和６）
年に公布され、翌1932（昭和７）年から施行さ
れた改正電気事業法（以下、改電気事業法と記
す）が、その後の日本電力業の方向性を定めた
中核的な法規であった。この時点においては未
だ既存業者間の競争を妨げてはいなかったもの
の 66）、電気事業の公益性を強く打ち出して競争
を抑制する方向へと舵を切ったからである 67）。
しかし、この改正電気事業法は同時に統制色も

59）	臨時琉球諮詢委員会とは米国軍政府の諮問に答える
ために設置されていた機関である。
60）	『うるま新報』1950年12月21日記事「琉石と軍との配
当割当／５対１の比率」。
61）	中野育男（2011）77頁。
62）	沖縄県議会事務局編（1995）151-152頁。

63）	宮地英敏（2013）123頁。
64）	大島電力株式会社編（1973）42頁。
65）	琉球政府文教局研究調査課編（1956）２頁；当間重
剛（1969）135頁；久貝良順（1990）86-87頁などを参
照のこと。
66）	橘川武郎（2004）129頁。
67）	政経社編（1980）441頁。
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持ち合わせており、1937（昭和12）年の電力国
策要綱に基づく電力管理法案・日本発送電株式
会社法案や、1941（昭和16）年の発送電関係法
案、国家総動員法に基づく配電統制令などに
よって戦時統制へと進んでいった 68）。つまり、
1945年の敗戦時における日本の電気関係法規は、
改正電気事業法に加えて数々の電力統制にまつ
わる法規も存在していたのである。
しかしながら沖縄群島政府は、数々の電力統
制にまつわる法規を捨象し、1931年の改正電気
事業法に基づいてその後の微修正を加えた電気
事業法のみを、沖縄群島に適用すべき法律とし
て実質的に位置付けたのである。1931年の改正
電気事業法の特徴の１つは、第１条の電気事業
者の定義において、①一般の需要に応じて電気
を供給する事業、②一般運送の用に供する鉄道
又は軌道の動力に電気を使用する事業、③第１
号又は前号の事業に電気を供給する事業、の３
種類が認められている 69）。①は発送配電一貫業
者や配電会社、②は鉄道会社などの電力の自家
消費業者、③は発送電会社である。つまりは、
発送電の統制会社である日本発送電や配電の統
制会社である９配電のことは脇へ置き、様々な
業態の電力会社が誕生する余地がここに生まれ
たのである。
改正電気事業法では第32条に電気委員会の設
置に関する条項があり、この電気委員会を通じ
て公益規制が強化されていった 70）。この条項を
受けて、沖縄群島政府でも沖縄群島電気委員会
設置条例に基づいて電気委員会を設置したので
ある。しかしだからといって、それは戦前の日
本のように公益性を重視するという方向性に基

づいていたわけではない。その証拠として、同
条例の審議過程において質問に立った祖根宗春
議員と 71）、説明に立った西銘順治工務部副部長
のやり取りを以下に掲げておく。

祖根�宗春　この条例が設置されて運営され
ていった場合に沖縄に現存している既
設電気営業者の処理方法について何か
具体的な御意見でも持っておられれば、
この際お伺いしたいと思います。

西銘�順治　これは別に政府として具体的な
案は持っておりません。われわれが電
気委員会を設置した目的も一応は電気
委員会を設立して、それに諮って民主
的な案を得たいというのがその目的で
あります。最初に委員会をつくり、それ
から成案を得たいと思っております 72）。

	 このやり取りは、直接的には第２節でみたよ
うな戦後に叢生した電気業者の扱いについての
質疑応答であるが、同時に電気委員会設置の意
図が明確に読み取れる文章である。つまり、沖
縄群島政府としては具体的な案がない中で、取
り敢えずは旧日本の改正電気事業法に基づいて
電気委員会のみは作っておき、そこに委ねて「民
主的な案」を作っていこうというものだったの
である。言うなれば、沖縄群島政府はニミッツ
布告を逆手にとり、日本の法制度のうちから都
合の良いもの、沖縄に適合的な法制度のみを生
きていることとし、それに継枝をするように現状
に合わせて法律を作っていったのである。そこに
は、逞しい戦後沖縄を看取することができる。

68）	資源エネルギー庁公益事業部編（1984）10-13頁。
69）	政経社編（1980）438頁。
70）	橘川武郎（1995）184頁。

71）	祖根宗春は、第８区（具志川、仲里、豊見城、兼城、
高嶺、糸満）選出の議員であった。
72）	沖縄県議会事務局編（1995）152頁。
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条例も可決されて電気委員会も発足した後の
1951年１月25日、平良辰雄沖縄群島知事は渡嘉
敷真睦工務部長、西銘順治工務副部長、田村良
康電気委員会委員長、瀬底正盛公共施設課長ら
を連れて米国軍政府を訪れ、沖縄の電力業につ
いてハート工務副部長と意見交換を行った。ま
ず平良知事が「乱雑な現在の電気事業を」踏ま
え「早急に全島電化の実現を図りたい」旨を述
べてアメリカ側の意見を求めると、ハート工務
副部長からは「各群島政府でも電化計画を進め
ているが具体的計画書を速に提出して貰いたい」
との回答があった。そこで再び平良知事からア
メリカ軍の計画はどのようになっているかを尋
ねると、「計画に従い実現を計るが資金はガリオ
アで出す、私設会社や民団体には援助しない、
法規にふれないよう公社等を作つて貰い度い」
との回答があった 73）。
ここに始めて、「公社等」という形で電力業の
業態が議論の俎上に上ってきたのである。第３
節で検討したような民間の発送電会社の失敗と、
第４節で検討したアメリカ軍と沖縄４群島民間
が共同出資（軍民共同出資）する琉球石油株式
会社の難航を受けてのことであった。注目すべ
きは、アメリカ軍のハート工務部長が平良知事
らに対して「作つて貰い度い」と述べている点
である。当然、「公社等」を作る主体はアメリカ
軍ではなく、沖縄群島政府側が想定されていた
ことになる。しかしこの段階では未だ、「公社
等」が電気事業法の①に属する発送配電一貫会
社となるのか、③の発送電会社となるのかが明
確になっていなかった。先述のように、「既設電
気営業者の処理方法」は「別に政府として具体
的な案は持っておりません」という状況だった

からである。
この状況を打開したのが、なし崩し的に配電
会社の設立が先行したためであったことは古竪
哲（1980）や宮地英敏（2013）にも詳しい 74）。
当初沖縄群島政府の電気委員会では、「沖縄全島
を通じ単一の純民営会社」として配電会社を作
ることを計画していた 75）。ところが配電会社は
複数誕生することとなる。1951年11月には九州
へ疎開していた旧九州配電（旧沖縄電気も吸収
合併された）の技術者であった高良嘉永が那覇
へと戻り、沖縄群島政府の渡嘉敷真睦工務部長
や瀬底正盛公共施設課長らに戦前の電力業の様
子を伝えると、配電会社計画についても話題に
上った。沖縄電気

4 4

株式会社の設立計画である。
一方で那覇市の又吉康和市長から高良嘉永に招
請がかかって配電計画が練られ、出資者として
国場組の国場幸太郎に白羽を立てることで沖縄
配電
4 4

株式会社の設立計画が具体的に進んでいく。
両プロジェクトは対立の末、琉球銀行総裁であ
りかつ琉球商工会議所会頭でもあった池畑嶺里
の仲介によって、1952年７月７日に合併した。
その後、松岡配電、中央配電と配電会社の設立
が続いていくこととなる。
民間配電会社の計画が進む中で1952年９月27
日には 76）、琉球政府 77）立法院の立法第39号とし
て戦後沖縄の電気事業法が制定された 78）。この
電気事業法もまた戦前の改正電気事業法を多く

73）	『うるま新報』1951年１月27日記事「全島電化／軍も
協力」。

74）	那覇市の計画に具体性がなかったという古竪哲（1980）
の見解に対して、宮地英敏（2013）では高良嘉永（1993）
などを用いながら那覇市の計画も具体的に計画が立て
られ始めていたことを論じた。
75）	『うるま新報』1951年11月23日記事「明るい電灯へ／
半官半民会社組織」。
76）	 1952年２月29日には琉球政府章典がだされ、同年４
月１日には琉球政府が設立されている。これは、米国
民政府（USCAR）の下に行政主席や立法院などを設置
して、三権分立のような民主的に見える装いを整えた
ものである。
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の部分で踏襲していた。その第１条では、「「電
気事業」とは、一般の需要に応じ電気を供給す
る事業で又は

4 4 4

これに電気を供給することを主た
る目的とする事業をいう（圏点は引用者）」と掲
げられている。一読しただけでは意味が取り難
い文章であるが、この条文では、「一般の需要に
応じ電気を供給する事業で

4

、・これに電気を供給
することを主たる目的とする事業」だけではな
く、「一般の需要に応じ電気を供給する事業、・又

4

は
4

これに電気を供給することを主たる目的とす
る事業」を電気事業と位置付けていると読み取
ることができる。つまり条文上は、発送配電一
貫とするのか発送配電と配電の分離とするのか
は決まっていなかった。しかし、琉球立法院で
の政府説明によると、「軍部の牧港の電力を、電
気施設を移譲してもらうけれども、政府として
は発電と送電、この二つだけやることを軍から
指示されておりました」 79）とあるので、実質的
にはアメリカ軍の指示により発送電と配電の分
離は既定事項であったといえよう。この両者の
分離は、電気事業法に基づく琉球政府の電気委
員会によって法的に決められることとなる 80）。
宮地英敏（2013）で明らかにしたように、琉球
政府の電気委員会の委員長および委員達は各配
電会社の代表者たちが就任していた。
また、上記の政府説明では、発送電部門を琉
球政府が担うようにアメリカ軍から指示されて
いた点が着目される。これは、配電会社の１つ

であり、先述の両プロジェクトが合併して1953
年３月に創業を迎えた新生沖縄配電株式会社の
創業計画からもうかがえる。同社はその創業に
際して、「琉球政府は年間3,000キロワットの電
力の供給を受け、本社は適性値段で琉球政府よ
り之を買受け一般民需に供給する」という計画
を立てていた 81）。アメリカ軍ではなく、沖縄群
島政府側（この時点では琉球政府側）が「公社
等」を設立するという1951年初頭以来の方針は、
1953年はじめの時点においても未だ受け継がれ
ていたことが分かるであろう。
710万ドル（約８億5,200万円）ものガリオア
資金を投下された牧港発電所および送電線網は、
1952年９月にはまず送電線や変電所ができ、続
いて同年12月の２号基の完成を皮切りにして
1953年４月までに４基の火力発電設備ができあ
がった 82）。しかし総発電量は４万6,000キロワッ
ト（KW）であり、当初予定と比べて半分の発
電量に過ぎなかった。そのため、発電量の９割
以上をアメリカ軍向けに割り当てる状況であり、
今後のアメリカ軍向けの供給量の増加や、沖縄
の民間向けの電気供給を考えると、まだまだ発
電量が不足しているという状況であった 83）。こ
うして宮地英敏（2013）でも確認したように、
将来的な発電設備への投資などを踏まえつつ、
琉球政府による公営からアメリカ民政府の公社
へと転換して行くこととなるのである。

６．おわりに

本稿で確認したように、戦後沖縄における発
送電部門は、民間会社設立の試みや、アメリカ

77）	 1952（昭和27） 年４月１日には、沖縄群島政府を廃し
て琉球政府が設立され、米国民政府（USCAR）の下に
立法・行政・司法の三権が分立する、擬似的な民主制
度が導入されている。詳しくは佐藤昌一郎（1985）な
どを参照のこと。
78）	沖縄県公文書館所蔵「電気事業法」（史料番号：R 
00160905B）。

79）	『琉球立法院議事録』第１回定例第51号、広報号外15頁。
80）	社史編纂委員会編（1989）16頁および松岡政保（1972）
126頁。

81）	沖縄興信所編（1953）95-96頁。
82）	社史編纂委員会編（1989）33-34頁。
83）	琉球電力公社（1960）61頁
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軍との半軍半民による出資の選択肢が潰れて
いった中で、公社化という業態が浮上してきた
ものであった。しかも、当初アメリカ軍から提
示された公社化は琉球政府主体であったのであ
るが、最終的には米国民政府（USCAR）主体に
よる公社化へと落着した。つまりは、沖縄にお
ける電力業の動向を受けつつ、柔軟にその在り
方が変転してきたことを意味している。
筆者がかつて宮地英敏（2013）の報告を行っ
た際に、橘川武郎と岸田真の両氏より重要なコ
メントをいただいた 84）。それは、戦後日本の電
力業を考える際に、日本本土が歩んだ道と沖縄
が歩んだ道というのは、二つのコースとして分
類できるのではないのかと言う提言であった。
日本本土における戦後電力体制の確立について
は、橘川武郎（1995，2009）などが明らかにし
てきたように、松永安左ヱ門等による主体的な
行動によって、民営・発送配電一貫経営・地域
別９分割・地域独占となったことはよく知られ
ている。これに対する戦後沖縄の電力体制の確
立について位置付けるならば、主体的な役割を
担う存在を欠いていたといえよう。このため、
ニミッツ布告を踏まえつつ、旧日本の改正電気
事業法の枠組みが大きな影響を与えることと
なった。
戦後に誕生した、アメリカ軍からの放出品の
発電機を利用した電気業者は、発送配電一貫経
営をしているとはいえいずれも極々零細な存在
であり、改正電気事業法の水準を満たすことは
不可能であった。そこで沖縄群島政府下におい
て、改正電気事業法に適う業者として民間の発
送電会社の設立が企図されたが、それは地域間

対立によって頓挫してしまった。また、同時期
の琉球石油株式会社をめぐっての民間資金の不
足から、半軍半民による出資での会社設立も困
難であることが明白であった。そこで、アメリ
カ軍としては琉球政府に発送電公社を設立させ
ようという考えが登場したのである。これを受
けて、なし崩し的に地域独占の配電会社も次々
と設立されていった。琉球政府となってもこの
方針は維持されることとなったが、資金面の問
題から最終的には米国民政府が公社に責任を持
つこととなる。
1952年に戦後沖縄独自の電気事業法が制定さ
れた際には、琉球立法院での議論で「アメリカ
の指示によりまして公益事業令のうちから電気
に関するものだけを抜いてやつている」とか、
「（琉球…引用者）政府としても（中略）日本と
同様のものを持つて来てある」と表面的には述
べられている。つまりは、基本的には戦後日本
の電力体制を移植したと説明しているのである。
しかしそれと同時に、「琉球政府の主席が特に行
政上これを入れなければ困るというようなもの
が二、三ございます。（中略）それは大体琉球政
府自体で作つた条項でなく、旧電気法を持つて
来て是非ともこれを決めてもらいたいといつて
（中略）旧電気法のものを持つて来てはめこん
だ」ものであるとも述べられている 85）。
ところが、ここでは「二、三」と非常に過少
に表現されているが、その実態は、電気委員会
への関連業者の委員任命であるとか、牧港発電
所を受けての発送電部門の公社化であるとか、
発送電とは分離された配電会社の設立などが含
まれていた。こうして、日本本土とは全く異なっ
た、旧電気事業法の影響を非常に色濃く残した

85）	『琉球立法院議事録』第１回定例第51号、広報号外14頁。

84）	 2013年10月26日に龍谷大学において開催された経営
史学会第49回全国大会での質疑応答でコメントをいた
だいた。
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戦後沖縄の電力体制が出来あがっていったので
ある。
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